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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注)  1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

4．第13期第1四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年6月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社2社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

前第1四半期 
連結累計期間

第14期
当第1四半期 
連結累計期間

第13期

会計期間
自  平成22年4月 1日
至  平成22年6月30日

自 平成23年4月 1日
至  平成23年6月30日

自  平成22年4月 1日
至  平成23年3月31日

売上高 (百万円) 7,733 8,290 34,221 

経常利益 (百万円) 759 878 4,269 

四半期(当期)純利益 (百万円) 397 524 2,581 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 395 501 2,393 

純資産額 (百万円) 19,707 21,513 21,358 

総資産額 (百万円) 24,236 26,755 27,316 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 37.35 49.23 242.25 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.3 80.4 78.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第1四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第1四半期連結会計期間において、新たに決定、締結、変更または解約した経営上の重要な契約等

はありません。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

当第1四半期（平成23年4月1日～平成23年6月30日）におけるわが国経済は、本年３月11日に発生した

東日本大震災の影響から生産や輸出が持ち直し始めたものの、電力不足の懸念、欧州の財政不安や米中

経済の不透明感などから、本格的な景気回復基調には至らぬまま推移いたしました。 

 情報サービス産業では、災害対策や節電対策の一環としてデータセンター活用が加速するなど、新た

な動きも見られましたが、企業のIT投資全体では抑制傾向が一段と強まり、厳しい情勢が続きました。

 このような事業環境のなかで当社グループは、中期経営計画の2年目となる当期において「パナソニ

ック電工グループ外への売上比率35％の達成に向けた展開の強化」「重点顧客とのパートナーシップ強

化」「新事業・新技術育成投資と連結売上高営業利益率12％台維持の両立に向けた経営体質強化」とい

う計画策定当初からの3テーマに加え「パナソニックグループ事業再編に向けたITシステム改編への取

り組み」を推進しております。 

   

①当第1四半期における当社グループの経営成績  

 
   

当第1四半期におきましては、中期経営計画達成に向けたパナソニック電工グループ外のお客さまへ

の拡販と、パナソニックグループ事業再編に向けたITシステム改編に重点的に取り組みました。また、

コスト抑制や業務効率化など、経営体質の改善についても継続的に推進いたしました。その結果、当第

1四半期は増収増益となりました。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

前第1四半期 当第1四半期

比較増減
（％）金額

（百万円）
構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

売  上  高 7,733 100.0 8,290 100.0 7.2 

営  業  利  益 741 9.6 860 10.4 16.0 

経 常 利 益 759 9.8 878 10.6 15.7 

四半期 純利益 397 5.1 524 6.3 31.8 
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②当第1四半期における取り扱い品目別の状況 

 
  

ａ．システムサービス 

売上高は55億7千3百万円（前年同期比0.8％減）、売上高総利益率は19.4％（前年同期は18.3％）と

なりました。 

 新規顧客の獲得により大阪中央データセンターの稼働率が向上したものの、既存顧客に対するサービ

ス提供価格の下落が続いたことなどから、売上高は前年同期をわずかに下回りました。 

 売上高総利益率につきましては、サービス提供価格の下落による影響は受けたものの、システム運用

管理の徹底した効率化や開発案件への人材シフトなどによる原価改善の結果、前年同期を上回りまし

た。 

  
ｂ．システムソリューション 

売上高は16億2千8百万円（前年同期比58.6％増）、売上高総利益率は21.1％（前年同期は23.7％）と

なりました。 

 当第1四半期は、主なシステム構築案件として、大手住宅メーカーの基幹システム、大手繊維メーカ

ーのERPシステムなどに取り組みました。また、自社開発ソフト・パッケージでは、販売管理システ

ム、ワークフローパッケージが好調でした。さらに、パナソニックグループ再編に向けたITシステム改

編の案件がスタートいたしました。その結果、売上高は、前年同期を大幅に上回りました。 

 売上高総利益率につきましては、大型案件におけるボリュームディスカウントや開発原価の増加など

により、前年同期を下回る結果となりました。 

   

ｃ．システム機器・通信機器関連 

売上高は10億8千8百万円（前年同期比0.2％増）、売上高総利益率は18.0％（前年同期は20.9％）と

なりました。 

 機器更新の先送りや買い控えによる厳しい状況が続きましたが、ビデオ会議システム、シンクライア

ント用機器を中心としたシステム機器販売が好調に推移した結果、売上高は前年同期をわずかに上回り

ました。 

 売上高総利益率につきましては、前年同期を下回りましたが、付加価値の高い提案により引き続き高

い水準を維持しました。 

  

 

前第1四半期 当第1四半期
売上高 

比較増減
（％）

売上高
総利益率
ポイント
差異

売上高
（百万円）

売上高
総利益率
（％）

売上高
（百万円）

売上高 
総利益率 
（％）

a.システムサービス 5,619 18.3 5,573 19.4 △0.8 1.1 

b.システムソリューション 1,026 23.7 1,628 21.1 58.6 △2.6

c.システム機器・通信機器関連 1,086 20.9 1,088 18.0 0.2 △2.9

    合    計 7,733 19.4 8,290 19.5 7.2 0.1 

― 5 ―



  
(2) 財政状態の分析 

当第1四半期連結会計期間末の資産は前連結会計年度末に比べ5億6千1百万円減少し（前期末比2.1％

減）、267億5千5百万円となりました。これは主に、流動資産で受取手形及び売掛金が20億5千7百万円

減少したこと、工事未収入金が3億1千2百万円増加したこと、たな卸資産が2億6千5百万円増加したこ

と、預け金が8億円増加したことによるものであります。 

負債は前連結会計年度末に比べ7億1千6百万円減少し（前期末比12.0％減）、52億4千1百万円となり

ました。これは主に、流動負債で未払法人税等が8億3千5百万円減少したこと、未払費用が4億3千万円

増加したこと、賞与引当金が1億9千1百万円減少したことによるものであります。 

純資産は前連結会計年度末に比べ1億5千4百万円増加し（前期末比0.7％増）、215億1千3百万円とな

りました。これは主に、利益剰余金が1億7千8百万円増加したことによるものであります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  
(4) 研究開発活動 

当第1四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は2千4百万円であります。なお、当第1

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について重要な変更はありません。

  
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因と今後の見通し 

依然として不透明な経済情勢が続いていることから、企業のIT投資を含めた設備投資は抑制傾向にあ

りますが、現時点においてこの状況が今後の当社グループの業績に与える影響を予測することは困難で

あります。 

  
(6) 資本の財源及び資金の流動性について 

当社グループの資金需要は、ソフトウエアの開発やハードウエアの取得を中心とする設備投資並びに

短期運転資金などであり、自己資金にてまかなっております。当第1四半期連結会計期間末の現金及び

預金残高は1億8千1百万円であります。また、当社グループはパナソニック電工ファイナンス株式会社

との間でキャッシュマネジメントシステム（CMS）利用契約を締結しており、当第1四半期連結会計期間

末のCMSを利用した同社への預け金残高は、134億3千4百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類
第1四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年6月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年8月5日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,656,000 10,656,000 
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。 

計 10,656,000 10,656,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年4月1日～ 
平成23年6月30日 

─ 10,656 ─ 1,040 ─ 870 
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(7) 【議決権の状況】 

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成23年3月31日の株主名簿により記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

平成23年3月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成23年3月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 100

― ―

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 10,655,100 106,551 ―

単元未満株式 
 
普通株式 800 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 
 

10,656,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 106,551 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
パナソニック電工インフォ
メーションシステムズ株式
会社 

大阪市北区茶屋町19番19号 100 ─ 100 0.0 

計 ― 100 ─ 100 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成23年4月1日か

ら平成23年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成23年4月1日から平成23年6月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

 1  四半期連結財務諸表の作成方法について

 2  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 172 181

受取手形及び売掛金 5,665 3,608

工事未収入金 775 1,088

たな卸資産 204 469

繰延税金資産 321 151

預け金 12,661 13,462

その他 730 965

流動資産合計 20,532 19,927

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 712 700

工具、器具及び備品（純額） 2,003 1,938

リース資産（純額） 647 606

建設仮勘定 532 691

有形固定資産合計 3,895 3,938

無形固定資産   

ソフトウエア 521 703

リース資産 78 68

その他 451 216

無形固定資産合計 1,051 988

投資その他の資産   

投資有価証券 340 301

繰延税金資産 32 48

前払年金費用 890 893

その他 599 663

貸倒引当金 △25 △6

投資その他の資産合計 1,838 1,900

固定資産合計 6,784 6,827

資産合計 27,316 26,755
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,970 1,998

未払法人税等 1,061 225

未払金 1,102 956

未払費用 406 837

未払消費税等 61 80

預り金 4 8

賞与引当金 274 83

役員賞与引当金 10 －

その他 294 344

流動負債合計 5,185 4,534

固定負債   

退職給付引当金 － 6

長期預り金 45 44

繰延税金負債 165 146

リース債務 561 508

固定負債合計 772 707

負債合計 5,957 5,241

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 19,356 19,534

自己株式 △0 △0

株主資本合計 21,266 21,444

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 92 68

その他の包括利益累計額合計 92 68

純資産合計 21,358 21,513

負債純資産合計 27,316 26,755
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 7,733 8,290

システムサービス売上高 5,619 5,573

システムソリューション売上高 1,026 1,628

システム機器・通信機器関連売上高 1,086 1,088

売上原価 6,231 6,671

システムサービス売上原価 4,589 4,493

システムソリューション売上原価 783 1,285

システム機器・通信機器関連売上原価 859 892

売上総利益 1,501 1,618

販売費及び一般管理費 759 758

営業利益 741 860

営業外収益   

受取利息 18 15

受取配当金 5 3

その他 0 2

営業外収益合計 23 21

営業外費用   

支払利息 3 3

その他 2 0

営業外費用合計 5 3

経常利益 759 878

特別利益   

固定資産売却益 3 －

特別利益合計 3 －

特別損失   

投資有価証券売却損 2 －

東京オフィス移転費用 61 －

特別損失合計 63 －

税金等調整前四半期純利益 699 878

法人税、住民税及び事業税 311 202

法人税等調整額 △10 151

法人税等合計 301 353

少数株主損益調整前四半期純利益 397 524

四半期純利益 397 524

少数株主損益調整前四半期純利益 397 524

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2 △23

その他の包括利益合計 △2 △23

四半期包括利益 395 501

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 395 501

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第1四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。 
  

 
  

(株主資本等関係) 

前第1四半期連結累計期間(自 平成22年4月1日 至 平成22年6月30日) 

  配当金支払額 

 
  

当第1四半期連結累計期間(自 平成23年4月1日 至 平成23年6月30日) 

  配当金支払額 

 
  

当第1四半期連結累計期間
(自  平成23年4月1日  至  平成23年6月30日)

当第1四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月4日）を適用しております。 

 (自  平成22年4月1日 
至  平成22年6月30日) 

前第1四半期連結累計期間
(自  平成23年4月1日 
至  平成23年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間

減価償却費 

のれんの償却額 
 

319百万円

4百万円
 

475百万円

4百万円

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年5月20日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成22年3月31日 平成22年5月31日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年5月19日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成23年3月31日 平成23年5月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第1四半期連結累計期間（自 平成22年4月1日 至 平成22年6月30日）及び当第1四半期連結累計期

間（自 平成23年4月1日 至 平成23年6月30日） 

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。 

したがいまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  平成23年5月19日開催の取締役会において、平成23年3月31日の最終の株主名簿に記録された 

  株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

    (1) 配当金の総額                                      346百万円 

    (2) １株当たりの金額                                   32円50銭 

    (3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日        平成23年5月31日 

項目 (自 平成22年4月1日 
至 平成22年6月30日) 

前第1四半期連結累計期間
(自 平成23年4月1日 
至 平成23年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 37円35銭 49円23銭

四半期連結損益及び包括利益計算書上の四半期純利
益(百万円) 397 524 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 397 524 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,873 10,655,735 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパナ

ソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会

計年度の第１四半期連結会計期間(平成23年4月１日から平成23年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間

(平成23年4月１日から平成23年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パナソニック電工インフォメーションシス

テムズ株式会社及び連結子会社の平成23年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結

累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成23年8月3日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 小  山  謙  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 佃  弘  一  郎  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員   

公認会計士 出  田  吉  孝  印 

(注) 1  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年8月5日 

【会社名】 パナソニック電工インフォメーションシステムズ株式会社 

【英訳名】 Panasonic Electric Works Information Systems Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  前 川 一 博 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長  吉 川 達 夫  

【本店の所在の場所】 大阪市北区茶屋町19番19号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 



当社代表取締役社長前川一博及び当社取締役経理部長吉川達夫は、当社の第14期第1四半期(自 平成23

年4月1日 至 平成23年6月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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